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1  はじめに

　管理会計とはいったい何なのか，管理会計に期
待される機能はどのようなものか，管理会計が対
象とするトピックとそうでないものの間の線引き
はどうなっているのか，そもそも，管理会計の本
質とは何なのか。
　1960 年代から 1970 年代にかけて，管理会計研
究者は，管理会計研究を行うための前提として確
認しておかなければならないこれらの根源的なこ
とがらについて自問自答を繰り返していた。しか
し，このような努力は結果的に水泡に帰すことに
なった（加登 2020）。そのこともあってか，いつ
しか根源的な問いを発することは忘れ去られた。
そして，「業績評価会計」と「意思決定会計」と
いう管理会計の区分のみが抜け殻のように残され
た。また，深く考察することもなく，管理会計の

役割は，経営者や上位管理者から依頼があった情
報を提供することであると思い込むようになった。
　本研究では，まず，管理会計体系論の変遷を概
観した後，管理会計研究においての共通理解であ
る「業績評価会計」と「意思決定会計」という管
理会計区分が存在するものの，それを特に意識せ
ずに行われてきた管理会計研究を鳥瞰する。続い
て、Johnson and Kaplan（1987）以降，管理会計
研究はその有用性の回復に向けて舵を切り、混迷
期から脱することが期待されたが，残念ながらそ
の期待がまったく実現していないこと，そして，
管理会計は，その役割や期待される機能や管理会
計の全体像を確認することもなく，根無し草のよ
うな研究を続けながら現在に至っていることが明
らかにされる。
　管理会計がいくら有用性の回復を目指しても─
有用性を回復しようという意識も希薄なのかもし
れないが─，経営実践の場でその存在感を示す
ことが難しい。管理会計は，経営者や経営幹部か
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らあまり注目を集めないからである。なぜ，管理
会計の意義は忘れられがちとなるのか，なぜ「日
陰の花」なのか，その理由についての考察を行う。
　最後に，経営実践において存在価値を有する管
理会計となるための方策を提言する。本研究では，
管理会計の体系を意識し管理会計のレゾンデート
ル（存在理由）を確認しつつ研究を実施すること
の重要性を認識し，経営実務から関心を持たれる
研究を遂行することが必要であること，さらには，
他の研究領域からも注目される研究となるために
はどうすればよいかについて検討を加える。

2  管理会計の「自分探し」に関する
　 文献レビュー

2.1 Relevance Lost まで：「自分探し」の時代

　管理会計の最初の体系化の試みは，「計画会計」
と「統制会計」という区分である。PDCA サイク
ルを考えてみるとこの体系の意味は分かりやすい。
経営管理において「計画」（Plan）に必要な会計情
報を提供するのが「計画会計」，「管理・統制」

（Control）に活用される会計情報を担うのが「統
制会計」という区分である。この区分は，管理会
計の機能に応じたものであり，1920 年代から
1960 年代前半までは管理会計研究者の共通の理
解であった。
　その後，管理会計体系論に熱心に取り組んでい
た当時の管理会計研究者は，Beyer（1963）が示し
た企業会計体系（財産保全会計，業績管理会計
performance accounting，意思決定会計 decision 
accounting）の斬新さに管理会計体系の新しい姿
を見出した。Beyer（1963）の所説をめぐる数多く
の議論１）を経て，従前の体系との比較検討整理が
行われ（山邊 1968；1969），それ以降，「業績管理
会計」と「意思決定会計」という体系が一般的な
ものとなる。
　1960 年代中葉から 1970 年代初頭にかけて，ア
メリカでは，会計と情報システム，会計と隣接諸
科学（情報経済学，サイバネティックス，情報理論，
行動科学，OR/MS を活用した計量的意思決定モ
デルなど）との関係について多面的な検討が行わ

れたが，管理会計の体系に関する検討はまったく
といってよいほど行われなかった（AAA 1966；
1969；1971a；1971b；1974；1977）。
　しかし，隣接諸科学からの管理会計トピックスに
関する研究への参入（invasion from other disciplines）
とコンピュータの経営活動への活用が進展すると，
管理会計研究者は経営管理における管理会計の役
割が消滅するのではないかという危機感を次第に
抱き始めるようになった。このことが，管理会計
体系論のさらなる検討に向かわせた。そのなかで，
宮本（1971）は，管理会計の適用対象を従前から
存在していた管理会計技法そのものが使用される
状況に加えて，管理会計情報が重要な役割を果た
すものまでも管理会計の対象として取り扱う必要
のあることを主張した。また，津曲（1972；1977） 
は，管理会計の歴史的発展は，従来対象外であっ
た手法や経営トピックスも管理会計として取り込
む（外延の拡張）とともに，取り込んだものを含
めて管理会計とは何かについて整合性のある体系
を示す（内包の充実）活動の繰り返しであること
を示した。
　宮本（1971）および津曲（1972；1977）はいずれ
も，管理会計は何なのか，管理会計の体系はどの
ようなものなのかに関連する極めて重要な議論で
あった（加登 2020）。しかし，管理会計の本質，
機能，体系などをめぐる主要な検討は，ほぼこの
時点で終止符が打たれる。管理会計体系論に熱心
に取り組んだ老兵は研究の第一線から退いていっ
た。一方，多くの中堅・若手研究者は，利用者意
思決定モデルアプローチに基づくモデル開発，行
動科学を援用した管理会計研究，仮説検証型の実
証研究，さらには，情報評価アプローチに基づく
費用便益分析や情報経済学の研究に従事するよう
になった（加登 1989）２）。彼らはいずれも，管理
会計の体系に関する議論は，すでに終わったこと
として捨て去ったのである。
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2.2  Relevance Lost 後：
　　 祭りのあとの管理会計研究の迷走

2. 2. 1  Johnson and Kaplan（1987）の管理会計体系
　　　に関連する検討
　「異なる目的には異なる原価を」という理念，OR/ 
MS（Operations Research/Management Science）
の進展，コンピュータの出現とその経営活用とい
う背景のもとに展開された計量的技法の管理会計
への導入等は，管理会計のレリバンスの回復には
貢献しなかったという意味で管理会計の体系に影
響を及ぼしたものではないとJohnson and Kaplan

（1987）は考えている。そもそも，Johnson and 
Kaplan（1987）では，管理会計の体系をめぐる検
討は考察の対象外であった。
 
2. 1. 2  Johnsonと Kaplan の訣別
　Johnson and Kaplan（1987）以降，Kaplan は，
実務に潜む優れた管理会計実践を発掘し，見出さ
れた技法（ABC/ABM と BSC）の活用を通じて管
理会計の有用性を追求する道を選んだ。一方，
Johnson は，ものつくりに対する管理会計の役割
は限定的であるだけでなくノイズになりかねない
という警鐘を鳴らし，ものつくりマネジメントに
関しては非財務情報の利用が望ましいという結論
に達した（Johnson 1992；Johnson and Brooms 
1990）３）。二人は袂を分かったのである。
　二人の訣別は，管理会計の体系を考えるうえで
重要な視点を提供してくれている。しかし，二人
の会計の位置づけの違いは，管理会計体系の見直
しにはつながらなかった。そのこともあってか，
それまで管理会計研究者による研究が蓄積されて
きていた JIT 生産システムは引き続き，管理会計
トピックでありつづけることになる。原価企画は
管理会計の研究対象の仲間入りを果たしたが，よ
く考えると原価企画活動における会計的な部分は，
目 標 原 価 の 計 算 手 続 き 等 に 限 定 さ れ る も の

（Sakurai 1989）であり，それ以外，例えば，原価
低減の具体的な手法は VE，VRP，デザインレ
ビュー，IE，適用分野の固有技術など，管理会計
由来ではないものに大きく依存している。それに
もかかわらず，原価企画は戦略的コストマネジメ

ントとして意義が認められるとして管理会計のト
ピックスとして取り扱われることになった（加登 
1993；日本会計研究学会特別委員会 1966）。

3  管理会計の現状と問題点

　「業績管理会計」と「意思決定会計」という体系 
は，長きにわたって維持されてきた。いやそうで
はなく，残渣として存在しているだけなのかもし
れない。また，情報要求者が求める会計情報を提
供することが管理会計の機能であるという理解も，
とくに深く吟味・検討されることなく今日に至っ
ている４）。
　そのためか，管理会計が「業績管理会計」と「意
思決定会計」から構成されていることを知っては
いても，大多数の研究者は管理会計とはなにか，
なにを管理会計として扱うべきか等について検討
も行うことなく研究に従事している。その結果，

「管理会計研究者だと思っている，あるいは，管
理会計研究者だと思われている人たちが興味関心
をもって研究しているものが管理会計」であると
いう不可思議な現実が存在しているのである。
　研究者は，大くくりすれば，海外査読雑誌への
論文掲載を目指して学術研究に取り組む研究者，
管理会計の有用性再獲得のために Johnson and 
Kaplan（1987）が推奨したケース研究・フィール
ド研究に取り組む者，その他に区分できる５）。ケー
ス研究等に取り組む者は，Johnson and Kaplan

（1987）の記述内容に精通しているとは思うが，そ
れ以外の研究者にとっては，この著書はいまや読ま
れることもない「古典」（history）となってしまっ
ている。研究者は，現在自分が取り組んでいる研
究が管理会計の体系の中でどこに位置付けられて
いるかの確認もできていない。管理会計体系から
逸脱した研究がいけないと言っているわけでない。
ただ，どれほど離れたところにいるかくらいは，
管理会計研究者として知っておいてほしいのであ
る６）。
　体系把握を行わず , 管理会計の存在理由も確認
せずに行われる勝手気ままな根無し草のような研
究に従事するだけでは意味ある研究は蓄積されな
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い。雑草は勢いよく育つが，それでは魅力的な庭
は生まれない。優れた庭づくりには，庭のイメー
ジを描き，慎重に選び抜いた種を植え，優れた庭
師（green hands）による手入れが必要なのである。
雑草が生い茂る荒地に興味を示す経営実践者や他
研究領域の研究者はいない。
　次節では，管理会計の重要性を再確認すること
について，さらに議論を深めることにする。

4  管理会計の存在意義

4. 1.  管理会計の重要性の再確認

　会計にある程度詳しい人々は，会計，とりわけ
管理会計が企業経営の要諦であることを理解して
いる。Sole（2014）は歴史的事実に基づき，会計の
適切な使用が国家や企業の繁栄の基礎を支えると
ともに，会計をないがしろにした組織はおぞまし
い清算の日（The Reckoning）を迎えることを説
明している。塩野（1980；1981）は，第四次十字
軍の折に「聖地巡礼パック旅行」で国家財政基盤
を確立し，ヴェネツィア共和国が千年以上にわた
る国家の維持発展の礎としてのビジネスシステム
を構築したこと，そしてそのビジネスシステムに
複式簿記システム７）を含めて多種多様な管理会計
のメカニズムが組み込まれていることを示してい
る。Johnson and Kaplan（1987）は，19 世紀の鉄
道業８）や電信業，加えて，巨大流通企業や紡織・
鉄鋼業などの台頭が業種業態のニーズに応じた情
報を提供する管理会計システムの構築・運用の支
えを得て実現していたことを明らかにしている。
　わが国でも，管理会計の役立ちは古くから知ら
れている。近江商人に関する研究（小倉 1990； 
2003；末永 2004；2014）は，さまざまな管理会計
の思考や技法が織り込まれた商家運営のためのビ
ジネスシステム９）が個々の企業のみでなく，特定
地域に集積する近江商人全体のレベルアップと地
域振興に貢献したことを明らかにしている。また，
京セラのアメーバ経営（アメーバ経営学術研究会
2010；2017；稲盛 1998；庵谷 2018；加登 2019a；
佐 久 間 ほ か 2013； 谷・ 窪 田 2017； 廣 本 ほ か 
2012；三矢 2003；三矢ほか 1999；横田・金子 

2014；劉 2018 および稲盛和夫 Official Site（https: 
//www.kyocera.co.jp/inamori/））は創業者稲盛和
夫が自ら語るように管理会計システムである。ま
た，松下電器産業（現パナソニック）の経理社員制
度（江南・金子 2007；川上 2012；高橋 1983；樋
野 1982；平田 1998；松下社会科学振興財団日本
的経営研究会 1998）は事業部制組織を機能させる
コントロールメカニズムとして見事に機能してい
たのである。
　このように，会計，とりわけ，管理会計の役立
ちが企業繁栄につながっていることは明らかであ
る。ただ残念なことに，経営の基本はすぐに忘れ
去られる運命にあるようだ。

4.2  管理会計の意義はなぜ忘れさられるのか

　どうして管理会計はその意義が忘れ去られるの
だろうか。経営実践の場において注目度が低く，
他の経営学研究者も管理会計に興味を示さないの
だろうか。その主要な理由は二つある。第一は，
管理会計を主管する部署が組織内にないことであ
る。二つ目の理由は，管理会計は経営者や上位管
理者の主要な関心事ではないためである。経営者
や上位管理者だけでなく他領域の研究者も，管理
会計が注目に値すると考えるなら，管理会計研究
の動向を探るアンテナを張り情報を収集しようと
するだろう。しかし，そのような動きはあるよう
には思えない。

4. 2. 1 企業組織内に管理会計を主管する部署がなく，
　　　管理会計活動に十分な予算が配分されない
　管理会計は標準原価計算と予算統制をベースと
して生まれた技法をめぐる学問体系である。管理
会計は，その発生起源の段階から，製造現場にお
ける科学的管理法の適用（標準原価計算）と本社
における計画と管理機能（予算管理）の二つにわ
かれていた。両者の間には，PDCA サイクルを活
用した経営管理活動であるという点以外には共通
点はなかったのである。そのこともあって , 管理
会計の機能は組織内の複数の部署（本社と製造部
門）で担当され，管理会計機能すべてを統括する
部署は存在していない10）。本社における管理会計
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の主管部署は経営企画部門だと思われているが，
それは事実ではない。調査分析結果に基づけば，
経営企画部門の機能は多岐にわたっており，管理
会計はそのほんの一部にすぎないのである（加登
他 2007； 現代経営学研究学会 2007）。また，近年
の管理会計の変貌により，その機能は，従前以上
に組織横断的な活動に関連するものとなってきて
いる（伊藤 2018）。そのため，管理会計機能を主
管する部門を設置することには大きな困難が存在
する。予算の大部分は部門に配分されるので，管
理会計機能を充実させるための予算の確保が難し
い。管理会計機能は，各組織部門の主要機能に付
随するものとして取り扱われる傾向があるので，
部門内予算は管理会計には十分に配分されないか
らである。予算が配分されなければ，機能を充実
させることも困難となる。

4. 2. 2 管理会計は経営者や上位管理者の主要な関心事
　　　ではない：管理会計に関する誤解と誤認識
　「会計」という用語から多くの人が思い浮かべ
るのは財務会計である。会計年度末の財政状態を
示す貸借対照表，前会計期間の経営成績をあらわ
す損益計算書，そして，営業活動，投資活動，財
務活動のそれぞれによるキャッシュフローを集計
したキャッシュフロー計算書という財務諸表やそ
れらを踏まえた株主総会における剰余金処分（期
末配当金支払）が会計のイメージである。このよ
うに，経営活動の結果を示すのが財務会計である
が，管理会計まで「会計」という用語のせいで過
去志向的なものであるという印象を持たれがちで
ある。経営陣は，過去の経営活動の成果について
株主の審判を仰ぐ。このことは，管理会計で計画
した将来の収益性に関連した目標値が達成できた
かどうかが評価されることを意味する。管理会計
は，戦略実施に関わるシステムである（谷 2009； 
谷他 2010）ことから，未来志向的なものである。
そればかりでなく , 組織の有効かつ効率的な運用
にも深い関係を有している。このような管理会計
の組織への貢献は多岐多様にわたるにもかかわら
ず，「会計」という用語のイメージが管理会計へ
の正当な評価を妨げているのである11）。

　管理会計についてのもう一つの誤認識は，管理
会計は情報システムであり人に関する要素が含ま
れていないとするものである。ビジネスの世界に
身をおく人々は，病的と言えるほど「人」に関心
がある。経営学には，「人系」の経営学と「シス
テム系」の経営学があるが，管理会計は「システ
ム系」経営学だと思われている。経営者や上位管
理者は「システム系」の管理会計に対して「人系」
経営学ほどには関心を示さない。しかし，管理会
計は目標設定や業績評価を通じて「影響システム」
として機能し，組織構成員の成長・発展に関与す
る「人系」経営学でもある（伊丹・青木 2016）。
管理会計は「人系」と「システム系」の両輪を有す
る経営管理である。このことを正しく理解しても
らうための方策については後述することにしたい。

4. 2. 3  管理会計は，他の経営学領域ほど
            華やかではない
　人的資源管理や組織行動分野の研究者と経営
者・上位管理者との接触は管理会計研究者よりも
頻繁で濃密である。また，潤沢な予算を持つ人事
部との交流も濃密である。人的資源管理や組織行
動などの経営学の研究テーマや流行り言葉（バス
ワード）は経営陣が関心を持つ「人」に関連した
ものが多く，キャッチーでトレンディーである。
同様の傾向は，経営戦略やマーケティングなどの
分野にも存在する。巧みな用語が，経営者やマネ
ジャーの関心を引き出す。そして，下記のような
魅力的な用語は，少々難解であっても研究書や研
究論文に実務家を誘うのである。

 • 「愚直の経営」（経営学）（加護野 1997）
 • 「ゆでがえる」（経営学）（桑田・田尾 1998）
 • 「採用学」（人的資源管理）（服部 2016； 服部・

矢島 2018）
 • 経験学習（組織行動，人的資源管理）（松尾

2011；2019）
 • 「一皮むける経験」（組織行動，人的資源管理）

（Dewey 1938；Kolb 1984；McCall et al. 1988； 
金井 2002；金井・古野 2001）

 • 「集団的浅慮（group think）」（社会心理学，組織
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行動）（Janis 1982）
 • 「心理的契約」（組織行動，人的資源管理）（服部 

2013；松尾・新井 2016）
 • 「組織のため」の行動に潜む罠（非倫理的向組織

行動）（組織行動）（北居他 2018）
 • 価値共創（サービス学，経営戦略，マーケティ

ング）（Prahalad and Ramaswamy 2004；Vargo 
and Lusch 2016）

 • ストーリーとしての競争戦略（経営戦略）（楠
木 2010）

 • ビジネスシステム（経営戦略）（伊丹・加護野 
2003；井上 2017；2019；加護野 1999；加護野・
井上 2004；加護野・山田 2016；楠木 2010）

　一方，管理会計は地味である。華やかさも欠け
ている。管理会計研究者は，実務の人の肌感覚に
馴染む用語で経営者の関心を引きつけようという
努力もしていない。このような些細なことへの配
慮不足が，実は経営陣の管理会計への関心をさら
に希薄なものとしているのかもしれない。

5  存在意義を有する管理会計にむけて

　管理会計の研究が，管理会計の体系把握も行わ
ずに実施されている荒地で育つ雑草のような状況
にあることが，管理会計の存在意義を希薄なもの
としていることはすでに述べた。加えて，専門担
当部署がなく十分な予算の確保が困難なこと，そ
して，「会計」という用語のイメージ（過去志向的，
収益貢献性がないと思われること，人の要素が薄
いことなど）が生み出す弊害によって管理会計の
有する潜在力が経営者や上位管理者に理解されて
いないことを前項で説明した。経営実践が興味を
示さない研究分野に，他の研究分野の研究者は見
向きもしないのは当然のことである。
　このような現状を打破するためのいくつかのア
イデアを提示することで，本論文を締めくくりたい。

5.1 経営者や上位管理者への働きかけ

　企業経営における管理会計の重要性は自明であ
るにもかかわらず，その大切さは忘れられる。こ

の問題を短期間で解決することは難しい。地道に，
管理会計の意義と潜在力を経営者に訴えていくし
かない。経営者が管理会計の重要性を認識するよ
うになれば，事業部門や機能部門の活動や成果に
ついて，管理会計との関連に言及するようになる
だろう。経営者が関心を持てば，部下は必然的に
管理会計に対する理解を深めようと努力するよう
になる。さらに，経営者が管理会計への関心を高
めれば，管理会計活動やシステムへの予算配分も
行われることになるだろう。また経営者に加えて，
経営管理部長や経理部長にとどまらず，他の職能
部長や事業部長等の上位管理者との接触密度を高
めることが必要である。接触機会を増やし，管理
会計の重要性を確認してもらえれば，組織内で管
理会計に関する対話や議論も行われるようになり，
取締役会などの重要会議においても管理会計につ
いて語られる機会が増加するものと思われる。
　また，経営者や上位管理者との接触は，かれら
の関心事を知る格好の機会である。管理会計の有
用性の回復は，優れた実務の発掘だけにあるので
はない。トップマネジメントのニーズに触れるこ
とから，新たな研究テーマの発掘とそれに基づく
研究への着手が可能となるのである12）。
　さて，どのように経営者や上位管理者との接触
を実現すればいいのだろうか。具体的な進め方に
ついては次項で検討するが，何よりも大切なこと
は，「実務家との対話を促進する論文や研究」が
不可欠だということである。「対話」するには話題
が必要である。話題を提供するためには，対話を
促進する研究が極めて重要な役割を果たすことに
なる。実務家との対話を通じて管理会計研究が発
展することは，また，他の研究分野から注目を集
める研究にも貢献する。

5.2 経営実践者との対話を促進する研究

　経営者や上位管理者との接触機会をただ単に増
やすだけでは意味がない。管理会計の真の姿を「対
話を促進する研究」を通じて理解してもらうこと
が重要である。ポイントは 4 つある。一つは，管
理会計に関する誤認識の解消に努めること，二つ
目は，多くの企業に共通する管理会計の誤用とそ
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れがもたらす悪影響を指摘することである。第三
は，既存の豊富な蓄積がある管理会計研究のうち
で経営実践に有用な管理会計研究成果を積極的に
紹介することである。最後は，管理会計を軽視す
ると，企業存続にも大きな悪影響が及ぶ危険性が
あることについて警鐘を鳴らす必要性である。

5. 2. 1  管理会計に関する誤認識の解消
　前節で述べたように，管理会計に関しては，経
営者の関心を引く興味深いテーマが取り上げられ
ておらず，過去志向的であり将来の企業収益向上
には直接貢献しない，システムに重点がおいた検
討が大部分を占め経営にとって極めて重要な人に
関する要素が含まれていないという認識が一般的
である。しかし，これは由々しき誤認識である。
　もっとも , これらの誤認識は，いずれも管理会
計からの情報発信力が不十分であることを主原因
として生じている。管理会計が組み込まれたビジ
ネスシステムは，収益性向上に貢献し競争優位の
獲得に貢献しているにも関わらず，すぐれたビジ
ネスシステムにおいて管理会計が極めて重要な役
割を果たしていることはあまり理解されていない

（加登 2020）。管理会計は，財務会計との対比を
行うまでもなく，未来志向的なものであるにもか
かわらず，「会計」という用語がイメージさせる
過去志向性をひきずっていると思われる。また，
谷（2009）の定義にあるように，管理会計は「戦略
実施を目的としたマネジメント・コントロールに
関わった会計の分野であり，企業や企業グループ
を統合して経営戦略を実現させることに関係する
システム」であることから，インターラクティブ・
コントロール（コントロール・レバー），業績評
価（と人事考課）と動機づけ，組織構成員の学習
と成長（BSC）などの人的要素との極めて親和性
の高い13）のだが，そのことは十分に理解されてい
ない。

5. 2. 2  管理会計の誤用を正す
　多くの企業で当たり前のように実践されている
管理会計のいくつかは，時代遅れになり有用性を
喪失している。いや，有用性を喪失しているだけ

ではなく，多くの問題を引き起こしている14）。こ
のあとに列挙することは，数多くの研究者によっ
て指摘され，実務の危うさに対して警鐘をならし
てきたものばかりである。それにも関わらず，問
題解決に取り組む企業は決して多くない。これに
は様々な理由があるだろうが，管理会計が企業経
営や収益性に与える大きな影響力について，経営
者や上位管理者の認識があまりにも希薄であるこ
とにもっとも大きな問題があると思われる。

（管理会計の誤用の一例）
　• 製品原価の値を歪ませる操業度基準による製

造間接費の製品別配賦
　• 少量生産品の収益性が高く計算されていると

いう結果に基づく更なる多品種化の推進
　• 標準原価としての正常原価の使用
　• 目標達成につながらない目標管理制度
　• 無駄な時間と経営資源を浪費する予算ゲーム

に終始する予算編成作業
　• PDCAサイクルが機能しない予算管理
　• 減損処理時の，減損対象となった設備への投

資に関するレビューの不実施
　• ISO14000シリーズ認証を更新しない企業行動
　• 経営者の意向に沿った資料を作成する経営企

画部（確証バイアスの増幅）
　• 予算管理だけに委ねられている販売費・一般

管理費のコントロール

5. 2. 3  経営実践に有用な管理会計研究成果の紹介
　実務ではあまり知られていないが、経営実践に
対して極めて有意義な研究が管理会計の領域では
蓄積されている。これらの存在を経営者や上位経
営者に認知してもらう努力を積み重ねることが大
切である。ここでは，影響システム，二兎を追う
経営システム，マネジメント・コントロール，
BSC，そして逆機能研究について説明しておく。

 • 影響システム

　伊丹・青木（2016）は全編を通じて，管理会計
の二つの機能，情報システムとしての管理会計と
影響システムとしての管理会計を対比しながら管
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理会計の意義と役割を論じている。
　情報システムとは，経営活動の現場で行われた
部下の業務についての結果測定値を明らかにする
ものである。上司は，獲得した情報に基づいて部
下の活動への介入の有無や介入のありかたを決め
る。また，部下は測定された情報や情報の公開方
法等の意味を考えるので自らの行動に影響が生じ
る。このとき，管理会計システムは，影響システ
ムとしての意味を持つことになる（伊丹 1986；伊
丹・加護野 2003；伊丹・青木 2016；廣本 1988； 
Hiromoto 1988）。
　しかし，長年にわたって，管理会計の研究や教
育では情報システムの側面のみに焦点を合わせて
きた。活動結果の測定に基づく行動や活動結果を
測定すること自体が被測定者の判断や行動に大き
な影響を与えるという事実に着目すれば，「管理
会計の役割を情報システムに限定して考えるので
はなく，むしろ影響システムとしての機能を中心
として考える」（伊丹・青木 2016, 357）ことが大
切になる。管理会計だけでなく，結果を測定する
という活動は組織内の各所で行われていることか
ら，経営者や上位管理者は，影響システムとして
の管理会計に対する理解を深め，そこから得られ
る知見や洞察を経営実践に活かすことが望まれる。
谷（2009）の業績管理会計の定義からも明らかな
ように，管理会計は部門間の目標整合性（行動一
致）や部門間調整等を関連する人が介在するシス
テムであるから，会計を影響システムとして活用
することには大きな意味がある。

 • 二兎を追う経営システム

　「二兎追うものは一兎も得ず」と言われるが，
経営実務では，複数目的の同時達成を目指すシス
テムは数多く存在している。低コストと同時に高
品質や高機能といった顧客ニーズを満足させる原
価企画（加登 1993；日本会計研究学会特別委員会 
1996）はその典型である。加えて，付加価値を生
まないコストの発生を回避することで環境配慮を
も同時に考慮できるマテリアルフローコスト会計
も二兎を追うシステムである。最近では，これま
で廃棄処理をしてきた製品ロスを活用した製品開

発に成功する企業の実践事例も蓄積されつつある
（井出吉他 2020； 加登・山田 2019）。このような
管理会計領域での取り組みは，他の領域でも活用
可能である。

 • マネジメント・コントロール

　管理会計はマネジメント・コントロールのため
の会計であるという理解が管理会計研究者の間で
は共有されている。計画とコントロールのための
経営管理体系を戦略的計画，マネジメント・コン
トロール，オペレーショナル・コントロール（後
にタスク・コントロールと名称を変更した）に区
分したのは Anthony（1996）である。本書は版を
重ねているが，特に注目すべきは Anthony and 
Govindarajan（2005）である。それまであいまい
であった「戦略的計画」の概念を吟味し，「戦略
策定」と「戦略実施」から構成されることを明らか
にしたうえで，体系を戦略策定，マネジメント・
コントロール（戦略実施を含む），タスク・コント
ロールとして整理しなおした。この体系に基づき，
谷（2009）は管理会計を「戦略実施を目的とした
マネジメント・コントロールに関わった会計の分
野」であり，企業や企業グループを統合して経営
戦略を実現させることに関係するシステムである
ととらえる。
　上記の定義は，マネジメント・コントロールを
単に計画目標値（主として会計数値）と実績値と
の比較検討による評価から，下図に示すように，
複数のコントロール手段の「パッケージ」として
マネジメント・コントロールを把握したうえで業
績管理会計の役割と規定するという考え方へと進
化をもたらした。マネジメント・コントロールは，
単に（会計）数値によるコントロールにとどまらず，
ビジョンやコアバリューなどの企業の共有価値観
による組織構成員への働きかけ，戦略ドメインを
定めることで，取り組むべき事業かどうか，「やっ
てよいこと悪いこと」かどうかの判断を行うこと，
さらには，経営を取り巻く環境変化に適切に対応
するためのトップマネジメントと下位マネジャー
との相互交渉（インターラクション）の進め方の
コントロールまでも含めて，管理会計の業務であ
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るととらえることができるようになる。このマネ
ジメント・コントロール観は，経営者の経営感覚
にフィットしたものである。それゆえに，多種多
様な良質の研究成果が蓄積されているマネジメン
ト・コントロールに関する議論およびそれに対応
した管理会計の研究蓄積は，経営者の関心をひく
ものとなってきていると言えるだろう15）。

 • BSC（Balanced Scorecard）

　BSC は４つの視点（学習・成長，内部プロセス，
顧客，財務）の視点で，財務情報のみならず非財
務情報を含めて活用する指標管理システムであり，
業績評価，戦略マップによる経営戦略の策定，さ
らには経営戦略と業務オペレーションを架橋する
ツールとしても多くの活用事例がある。
　４つの視点と主管部署との関係に注目すると，
学習と成長の視点は人的資源管理や組織行動に関
連した業務を担当する人事部，内部プロセスの視
点は組織内部の職能担当部門や子会社・グループ
会社，顧客の視点は営業部門・お客様窓口・品質
管理部門，そして，財務の視点は財務部や経営者
やトップマネジメントで構成される取締役会の役
割と関連が強い。このように BSC は企業経営全
般に関係する。また，先行指標（パフォーマンス・
インデックス）のモニタリングや先行指標の測定
結果に基づく介入活動は，目標値である結果指標
の達成に貢献するという考え方を示唆してくれて

いる。先行指標の活用は，影響システムとしての
管理会計の活用でもある。また，顧客満足度と財
務成果に関する多数の実証研究結果は，顧客満足
度の向上は必ずしも財務業績成果に結びつかない
ことを示しており，このことは企業に，CS 活動
のあり方を再検討すべきことを教えてくれている。
価値共創に関する研究が行われ始めたことには，
顧客満足に関する誤解と企業の誤った対応への反
省がある。
　以上のことからわかるように，BSC は経営者
および上位管理者が精通しておく必要のあるマネ
ジメントツールなのである。

 • 逆機能研究 

　　製造業における新製品開発で活用される原価
企画，および，病院経営で活用されている原価企
画である診療プロトコル（加登・佐々 2020）に
関しては，逆機能の存在およびその克服方法の検
討が進んでいる。経営事象や経営システム，さら
には，組織の在り方についてもその有用性と共に
不可避的に潜在し，時に顕在化する弊害である逆
機能が存在する。したがって，下記のような取り
組み姿勢で逆機能の存在確認と導出を行い，そし
て，適切な管理方法を検討することは不可欠なの
である。

　「逆機能とは何かを正しく理解しなければ , 順

図１  ４つのコントロール・レバー：Simons （1995，289）

パースペクティブとしての戦略
遠大な目的に対するコミットメントの獲得

行動パターンとしての戦略
組織と学習

信条システム

インターラクティブ・
コントロール・システム

診断的
コントロール・システム

事業と倫理の境界システム

計画としての戦略
仕事を遂行すること

ポジションとしての戦略
テリトリーを見張ること

ビジョン
コアバリュー

戦略ドメイン
避けるべきリスク

計画と目標
重要業績指標戦略的不確実性

経営戦略
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機能の追求をやめない限り取り除けないにもかか
わらず , 逆機能だけを除去することこそが解決策
であると誤認し , その場しのぎの活動に終始する
だけでなく , 誤った「治療法」や「処方」を行う
危険性が極めて高い。」「逆機能は有用性とともに
不可避的に潜在し , 時に顕在化する弊害である。
逆機能を正しく理解し , 順機能を追求することが
どのように逆機能の表出や浸潤を生むかを解明
し , 順機能を追い求めると同時に , 逆機能を巧み
にマネジメントすることが大切なのである。」（加
登・佐々 2020, 125-126）

5. 2. 4  「清算の日」回避のための
           管理会計の正しい運用
　管理会計をないがしろにすると，最悪の場合「清
算の日」を迎える危険性があることはすでに述べ
た。加えて，品質不祥事を含む企業不祥事や不適
正会計処理（実質的には粉飾決算）等に第三者委
員会の設置を余儀なくさせるような状況は，企業
統治，つまりマネジメント・コントロールが機能
不全を起こしていることを意味している。つまり，
管理会計が適切に運用されていないのである。加
えて，減損処理の実行は，減損処理する理由がど
こにあろうと，結果的には投資意思決定の失敗を
意味する。
　ここでは，ほんの数例を示したにすぎないが，
管理会計の適切な運用が，企業継続の最低限の条
件であることを経営者や上位管理者は心しないと
いけない。管理会計は，決して軽視してはならな
い経営管理活動なのである。

5.3 管理会計担当部署の必要性と管理会計の
　　御者機能

　すでに述べたように，管理会計機能を主管する
部署は企業内に部門として設置されてはいない。
経営企画部や経営管理部などの名称を有する部門
は存在するが，既存研究によればこれら部門が管
理会計を所管する場合にでも，管理会計機能は数
多くの業務の一部にすぎない（加登他 2007；現
代経営学研究学会 2007）。機能を十二分に発揮す
るためには，それ相応の予算が配分される必要が

ある。そのためには，ふたつの方策のいずれかを
採用することになる。組織内に管理会計を主管す
る部署を創設し予算配分を行うか，現状を前提と
して，事業部や職能部門に管理会計向けの予算を
増額するかである。
　ただ後者について，間接的にしか企業利益の向
上に貢献できない管理会計技法の洗練や谷（2009）
のいう戦略実施のためのマネジメント・コント
ロール活動に関連した会計（管理会計）に予算を
配分することは難しいだろう。管理会計機能充実
のための予算計上を事業部や職能部門が行なって
も，予算編成事務局が管理会計の重要性を認識し
ていなければ部門予算原案の査定は厳しいものと
なると予想されるからである。また，管理会計を
主管する部署の創設も難しい。なぜなら管理会計
機能は組織内で分散して存在しているからである。
　以上のことから，管理会計機能を担当する主管
部門を設置することも，管理会計機能を遂行する
ための十分な予算確保を行うことも難しいことが
わかる。したがって，管理会計の意義と重要性と
必要性を経営者やトップマネジメントがこれまで
以上に意識するように訴え続けるしかない。
　もっとも，管理会計の専門部署を設けないこと
には，それなりの意味がある。それは，部門間の
軋轢や不協和音に巻き込まれることなく，経営管
理者や上位管理者が経営戦略の実施のためのマネ
ジメント・コントロール活動という御者機能（加
登 2008；2020）を発揮することを可能とするから
である16）。加えて，測定すること，そして，測定
結果を公表することを巧みに行えば，意図した影
響を経営者は部門に伝えるという影響システムの
効果も期待できるのである。

＊＊＊

　研究者は，特定のテーマや研究領域に拘泥する
必要はない。別に管理会計であろうとなかろうと，
また，経営実務を志向する研究でも学術的な研究
でもどちらでもかまわない。しかし，管理会計の
研究を行うのであれば，他の研究領域からの来訪
者であろうが主戦場が管理会計である研究者であ
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ろうが，管理会計の体系や機能や本質，そして，
管理会計のレゾンデートルを確認しておくことが
極めて重要である。この確認作業を怠ると，知ら
ぬ間に経営実践へのインパクトがない，また学術
貢献も期待できない根無し草となってしまう。
　結果的には水泡に帰すことになったが，管理会
計研究者の先達たちの真摯な「自分探し」のため
の研究であった管理会計体系論を，いまこのタイ
ミングで振り返ってみることは決して無駄ではな
いだろう。管理会計の存在意義を確認した上で，
管理会計研究に従事することで根無し草になるこ
とは回避できるからである。
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注
１） ただこの頃，管理会計研究者の多くは管理会計体系論そのも

のを研究テーマにしていた。管理会計の内実を充実させるこ
とが研究の本来の姿であるにもかかわらず，「管理会計とは
いったい何なのか」を探る「自分探し」自体が研究テーマと
なっていたのである。

２） 本論文の著者は，Johnson and Kaplan（1987）の出版までは，
利用者意思決定モデルアプローチに基づく研究に従事してい
た。その後，管理会計の有用性回復を目指して，優れた管理会
計実践の発掘する活動の一環として原価企画研究に従事した。
しかし，研究の遂行プロセスで管理会計の体系を特に意識す
ることはなかった。例えば，加登（1999, 13）では，管理会計を 

「組織を有効かつ効率的に運用するために，組織内で必要な会
計情報を作成し活用することを任務とする」と定義するのみ
で，管理会計の体系については言及していない。加登他（2010）
では，管理会計の定義も体系の提示も行っていない。加登・
李（2001）では，プランニング志向・コントロール志向，戦略的・
管理的という二軸でコストマネジメントに関する管理会計技
法を４つのセルにマッピングしている。しかし，技法のマッ
ピングのためのフレームワークは体系ではない。

 　つまり，本論文の著者も，他の多くの管理会計研究者と同様
に , 管理会計の体系を意識して研究に取り組んできたわけで
なかったのである。

３） もっとも Johnson は，JIT 生産システムを支える管理会計に
関連する諸要素，例えば，サプライヤーに対する定期的な「原
価低減要請」，ランク・オーダー階層の存在，複社発注の仕組
み等を看過している。また ,「影響システム」としての管理会
計や原価計算の役割には気づいていない。

４） よく考えてみれば極めて奇妙なことであるが，だれがどのよ
うなタイミングで，どのような管理会計情報の提供を組織内
のどの部署のだれに対して求めるかについてはまったくと
いってよいほど議論されていない。

５） もちろん，複数のタイプの研究に取り組む研究者がいる。

６） 別に管理会計であろうが何であろうが大切な研究テーマであ
るなら追求するといいだろう。ただ，それぞれの研究者には

「立ち位置」（専門分野）があるので，立ち位置とテーマの関係
をいつも確認しながら研究することがのぞましいと考える。

７） 複式簿記システムの管理会計機能に関しては，溝口（1950）お
よび AAA（1969）を参照せよ。

８） アメリカにおける19世紀の鉄道業における管理会計の役立ち
については，Chandler（1977）に詳しい。 

９） 諸国物産廻し，アスクルのエージェント制度活用の売上債権
回収システムと酷似した掛売に関するリスクヘッジ，合資方
式の乗合い商い，別家等に対する信用貸付証書である出世証
文，家父長制度の維持よりも優れた経営者を確保するために
家訓として定められた「押し込め隠居」の仕組み，経営と資本
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の分離よる本家保護のための持ち株会社方式，複式簿記だっ
た大福帳，寺子屋における会計教育，プロフィットセンター長
である番頭に課せられた厳しい利益目標と目標利益達成時の
利益配分方法（徳用），分家・別家を活用したビジネスの拡大
と多角化，信条システム（始末してきばる，三方よし，家訓）を
活用したマネジメント・コントロールなどが代表的なもので
ある。

10） 経営学の主要な分野で，組織内にそれを担当する独立した部
署・部門を持たないのは，管理会計だけである。このことは , 
実は , 管理会計がほぼすべての経営管理機能に関連するもの
であることも意味している。

11） もっとも，ビジネスシステムに組み込まれたもの以外の管理
会計はその大部分が単体管理会計技法であり，収益性向上へ
の働きかけは間接的であるため，管理会計をよく知る経営者
であっても管理会計に隔靴掻痒感を抱く可能性はある（加登
2020）。

12） しかしながら，人間すべてに共通する特徴であるが，とりわけ
経営者や上位管理者といった社会的成功者には，「確証バイア
ス（confirmation bias）」（池田他 2010； 箱田他 2010）とよばれ
る自分の価値観や信念に一致する情報を探そうとする性癖が
強くなる傾向がある。加えて，部下たちが経営者等の選好に
フィットする情報を提供しようとするため，多様なものの見
方やこれまで関心を有しなかった情報は伝達されにくい。そ
のため , 管理会計の有用性に関する情報を経営者や上位管理
者のもとに届けるのはきわめて難しい。

13） 伊丹・青木（2016, 1）は自著を「人間が主役の管理会計」と評
している。

14） 実務において静かに進む深刻な問題の進行については，例えば，
下記の一連のエッセイが参考になる。https://president.jp/list/
search?fulltext=%E5%8A%A0%E7%99%BB%E8%B1%8A

15） Merchant and Van del Stede（2003）は下図のように Simons
（1995）とは異なる拡張されたマネジメント・コントロール観
を提示している。Malmi and Brown（2008）もあわせて参照
せよ。

16） 経営者や上位管理者の御者機能を側面でサポートする機能が
組織内に設けられることが望ましい。それは，旧松下電器産
業の経理社員制度（江南・金子2007；高橋 1983；高橋 1987；
樋野 1982； 平田 1998； 松下電器産業経理部 1987）を発展さ
せたような仕組み（管理会計社員制度）である。

 　「王の目，王の耳」として本社が事業部を厳しく管理統制す
るだけでなく，経営のアドバイザー・メンター・コーチ・ア
ドバイザーとして事業部門を支援する「管理会計社員制度」
である。

結果
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Raison d'être of Management Accounting

Yutaka Kato (Graduate School of Business Studies, Doshisha University)

Abstract: Management accounting researches are took place without having a clear answer to the 
very basic questions; “what is management accounting?” and “what kind of functions are expected to 
management accounting?”  Because of having no concrete definition of management accounting, current 
management accounting researches are widely spread in terms of research methodologies, topics, and 
expected audiences.  Therefore, the focused destination of researches is not well defined.  Very limited 
number of researches tackle the research topics that are relevant to the practical usefulness that is 
strongly recommended by Johnson and Kaplan (1987).  As a result, management accounting research 
output are not attractive to top executives, managers, and researchers in other disciplines. It is curious 
enough that management accounting researchers do not pay attention to this situation, however.
     In this paper, raison d'être’ of management accounting is examined based on the previous researches. 
Then, the reasons of irrelevance of the research to the practices are explained. Based on the analysis, 
expected future research directions will be indicated.  Finally, the paper proposes how to harness 
management accounting as the major tool for organizational control.
Keyword:  raison d'être, management accounting functions, management accounting systems, relevance 

lost,  management accountants as coachmen of business


